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2.16.2 増設多核種除去設備 
2.16.2.1 基本設計 
2.16.2.1.1 設置の目的 
 増設多核種除去設備は，『2.5 汚染水処理設備等』で処理した液体状の放射性物質の処理

を早期に完了させる目的から設置するものとし，汚染水処理設備の処理済水に含まれる放

射性核種（トリチウムを除く）を『東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の

保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要な事項を定める告示』に定める周辺監視区域

外の水中の濃度限度（以下，「告示濃度限度」という。）を下回る濃度まで低減する。 

 なお，増設多核種除去設備の性能を確認する試験（以下，「確認試験」という。）におい

て，増設多核種除去設備が上記性能を有する設備であることについて確認した。 
 
2.16.2.1.2 要求される機能 
『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.2「要求される機能」』に同じ。 

 
2.16.2.1.3 設計方針 
『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.3「設計方針」』に同じ。 

 
2.16.2.1.4 供用期間中に確認する項目 

増設多核種除去設備処理済水に含まれる除去対象の放射性核種濃度（トリチウムを除く）

が告示濃度限度未満であること。 

 
2.16.2.1.5 主要な機器 

増設多核種除去設備は，３系列から構成し，各系列は前処理設備と多核種除去装置で構

成する。さらに共通設備として，前処理設備及び多核種除去装置へ薬品を供給する薬品供

給設備，処理済水のサンプリング,多核種処理水タンクへ移送する多核種移送設備，放射性

物質を吸着した吸着材等を収容して貯蔵する高性能容器，増設多核種除去設備の運転監視

を行う監視・制御装置，電源を供給する電源設備等で構成する。また，装置の処理能力を

確認するための試料採取が可能な構成とする。 

増設多核種除去設備の除去対象とする核種は，『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－６』

と同じとする。 

 増設多核種除去設備の主要な機器は，免震重要棟集中監視室またはシールド中央制御室

の監視・制御装置により遠隔操作及び運転状況の監視を行う。更に，特に重要な運転操作

についてはダブルアクションを要する等の設計とする。また，増設多核種除去設備の設置

エリアには，エリア放射線モニタを設置し，放射線レベルを監視する。 

増設多核種除去設備で処理された水は，処理済水貯留用のタンクで貯留する。 



Ⅱ-2-16-2-2 

(1) 前処理設備 

前処理設備は，多核種除去装置での吸着材によるストロンチウムの除去を阻害するマグ

ネシウム，カルシウム等の２価の金属を炭酸塩沈殿処理により除去することを目的とし，

炭酸ソーダと苛性ソーダを添加する。 

炭酸塩沈殿処理による生成物は，クロスフローフィルタにより濃縮し，高性能容器に排

出する。 

 

(2) 多核種除去装置 

多核種除去装置は，１系列あたり１８塔の吸着塔で構成する。 

多核種除去装置は，除去対象核種に応じて吸着塔に収容する吸着材の種類が異なってお

り，処理対象水に含まれるコロイド状及びイオン状の放射性物質を分離・吸着処理する機

能を有する。吸着塔に収容する吸着材の構成は，処理対象水の性状に応じて変更する。ま

た，吸着材は，所定の容量を通水した後，高性能容器へ排出する。 

なお，吸着塔は２塔分の増設が可能である。 

 

(3) 高性能容器（HIC；High Integrity Container） 

高性能容器は，使用済みの吸着材，沈殿処理生成物を収容するもので, 『2.16.1 多核

種除去設備』で使用する高性能容器と同じである。高性能容器の仕様及び健全性評価等を

『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－５』に示す。 

使用済みの吸着材は，収容効率を高めるために脱水装置（SEDS；Self-Engaging 

Dewatering System）により脱水処理される。脱水した水は増設多核種除去設備の系統内

に移送する。 

沈殿処理生成物の高性能容器への移送は自動制御で行い，使用済みの吸着材の移送は現

場で状況を確認しながら手動操作によって行う。高性能容器への収容量は，水位センサに

て監視する。 

沈殿処理生成物及び使用済みの吸着材を収容した高性能容器は，使用済セシウム吸着塔

一時保管施設で貯蔵する。 

また，高性能容器は，取扱い時の落下による漏えいを防止するため，補強体等を取り付

ける。 

 

(4) 薬品供給設備 

薬品供給設備は，各添加薬液に対してそれぞれタンクを有し，沈殿処理や pH 調整のた

め，ポンプにより薬品を前処理設備や多核種除去装置へ供給する。添加する薬品は，苛

性ソーダ，炭酸ソーダ，塩酸とするが，何れも不燃性であり，装置内での反応熱，反応

ガスも有意には発生しない。なお，炭酸ソーダについては，増設多核種除去設備の処理

済み水に粉体を溶解させ生成することも可能な設計とする。 
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(5) 多核種移送設備 

多核種移送設備は，増設多核種除去設備で処理された水を採取し，分析後の水を処理済

水貯留用のタンクに移送するための設備で，サンプルタンク，増設多核種除去設備用移送

ポンプおよび移送配管等で構成する。なお，増設多核種除去設備で処理された水は，サン

プルタンクをバイパスして処理済水貯留用のタンクに移送することも可能な構成となっ

ている。 
 

(6) 電源設備 

電源は，異なる２系統の所内高圧母線から受電できる構成とする。なお，電源が喪失

した場合でも，設備からの外部への漏えいは発生することはない。 

 

(7) 橋形クレーン 

高性能容器を取り扱うための橋形クレーンを設ける。 

 

(8) 増設多核種除去設備基礎 

  増設多核種除去設備基礎は，平面が約６１ｍ（南北方向）×約８１ｍ（東西方向），厚

さ約０．３ｍの鉄筋コンクリート造で，段丘堆積層に直接支持されている。 

なお，上屋は，地上高さが約１６ｍの鉄骨造で，構造上，基礎から独立した構造とな

っている。 

 

2.16.2.1.6 自然災害対策等 
(1) 津波 

増設多核種除去設備は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 28m 以上

の場所に設置する。 

 

(2)  台風 

台風による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令に基づく風荷重に対し

て設計する。 

 

(3)  積雪 

積雪による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令および福島県建築基準

法施行規則細則に基づく積雪荷重に対して設計する。 

 

(4)  落雷 

 接地網を設け，落雷による損傷を防止する。 
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(5)  竜巻 

竜巻の発生の可能性が予見される場合は，設備の停止・隔離弁の閉止操作等を行い，汚

染水の漏えい防止及び漏えい水の拡大防止を図る。 

 

(6) 火災 

火災発生を防止するため，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する。また，

火災検知性を向上させるため，消防法基準に準拠した火災検出設備を設置するとともに，

初期消火のために近傍に消火器を設置する。さらに，避難時における誘導用のために誘導

灯を設置する。 
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2.16.2.1.7 構造強度及び耐震性 
(1)構造強度 

増設多核種除去設備を構成する主要な機器は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」において，

廃棄物処理設備に相当すると位置付けられる。これに対する適用規格は，「JSME S NC-1 

発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）で規定さ

れ，機器区分クラス３の規定を適用することを基本とする。設計・建設規格の適用が困難

な機器については，設計・建設規格適用品と同等の構造強度を有することを基本とする。

溶接部については,「JSME S NB-1 発電用原子力設備規格 溶接規格」（以下，「溶接規格」

という。) の規定を適用することを基本とし，一部の国内製作機器については，JIS や高

圧ガス保安協会基準等に準拠する。また，一部の海外製作機器については，「欧州統一規

格（European Norm）」（以下，「EN 規格」という。）、CODAP(仏国圧力容器規格)等に準拠す

る。 
なお，クラス３機器に該当しないその他の機器は，JIS 等規格適合品を用いることとし，

ポリエチレン管は，JWWA または ISO 規格に準拠する。 
また，原子力発電所での使用実績がない材料を使用する場合は，他産業での使用実績等

を活用しつつ，必要に応じて試験等を行うことで，経年劣化等の影響についての評価を行

う。 
 

(2) 耐震性 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，「発電用原子

炉施設に関する耐震設計審査指針」のＢクラス相当の設備と位置づけられ，耐震性を評価

するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」等に準拠する。なお，検

討用地震動および同津波対策に対する評価が必要な設備として抽出された機器等につい

ては，今後対策を講じる。 

 
2.16.2.1.8 機器の故障への対応 
(1) 機器の単一故障 
増設多核種除去設備は，３つの処理系列を有し，電源についても多重化している。その

ため，動的機器，電源系統の単一故障が発生した場合においても，その他の処理系列の運

転による処理が可能である。 
 

(2) 高性能容器の落下 

万一の高性能容器からの漏えい時の対応として，回収作業に必要な吸引車等を配備し，

吸引車を操作するために必要な要員を確保する。また，漏えい回収訓練及び吸引車の点

検を定期的に行う。 
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2.16.2.2  基本仕様 

2.16.2.2.1 系統仕様 

(1) 増設多核種除去設備 

処理方式 沈殿方式＋吸着材方式 

処理容量・処理系列 250m3/日 /系列×3系列 ※ 

 

 

2.16.2.2.2 機器仕様 

(1) 容器  

ａ．処理水受入タンク 

名    称 処理水受入タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 25 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

 胴 板 厚 さ mm 9 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 9 

 高     さ mm 4740 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 

 

ｂ．共沈タンク 

名    称 共沈タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

 胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

 高     さ mm 4257 

材

料

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 1（1系列あたり） 

※ 構内に貯留している RO 濃縮塩水を早期に処理するため，運用上可能な 

範囲（最大で 1.1 倍程度）において処理量を増加して運転する。 
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ｃ．供給タンク 

名    称 供給タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 3837 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個 数 個 1（1系列あたり） 

 

ｄ．吸着塔入口バッファタンク 

名    称 吸着塔入口バッファタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 6 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2000 

胴 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 20 

高     さ mm 2826 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 1（1系列あたり） 
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ｅ．多核種吸着塔１～１８ 

名    称 多核種吸着塔１～５ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1054 

胴 板 厚 さ mm 18 

上部・下部鏡板厚さ mm 20 

 高     さ mm 2550 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡 板 － SUS316L 

個      数 個 5（1系列あたり） 

 

名    称 多核種吸着塔６～１４ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1050 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 16 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 16 

高     さ mm 2553 

材 

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 9（1系列あたり） 
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名    称 多核種吸着塔１５～１８ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 2.4 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1350 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 19 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 19 

高      さ mm 3011 

材

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 4（1系列あたり） 

 

f．移送タンク 

名    称 移送タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 27 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 4131 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 
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ｇ．サンプルタンク（増設多核種除去設備用処理済水一時貯留タンク） 

名    称 サンプルタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1235 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

主

要

寸

法 

胴 内 径 mm 11000 

胴 板 厚 さ mm 12 

底 板 厚 さ mm 12 

高 さ mm 13000 

材

料 

胴 板 － SM400C 

底 板 － SM400C 

個      数 個 3 

 

h. 炭酸ソーダ溶解槽 

名    称 炭酸ソーダ溶解槽 

種       類 － 角形 

容       量 m3/個 1.3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

内     寸 mm 1188 × 1188 

側 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 1200 

材

料 

側      板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板  － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 3 
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i. 炭酸ソーダ貯槽 

名    称 炭酸ソーダ貯槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 33 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 5022 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 2 
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(2) ポンプ 

ａ．供給ポンプ１（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 10.5 m3/h 

 

ｂ．供給ポンプ２（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｃ．循環ポンプ（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 313 m3/h 

 

ｄ．ブースタポンプ１（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｅ．ブースタポンプ２（完成品） 

台  数 1 台（1系列あたり） 

容  量 11.5 m3/h 

 

ｆ．移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 台 

容  量 35 m3/h 

 

 ｇ．増設多核種除去設備用移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 台 

容  量 50 m3/h 

 

h．炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ（完成品） 

台  数 3 台 

容  量 1.8 m3/h 

 

ｉ．炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ（完成品） 

台  数 3 台 

容  量 0.2 m3/h  
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ｊ．炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ（完成品） 

台  数 2 台 

容  量 20 m3/h 

 

(3) その他機器 

ａ．クロスフローフィルタ 

台  数 6 台（1系列あたり） 

 

ｂ．出口フィルタ 

台  数 1 台（1系列あたり） 
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(4) 配管 

主要配管仕様（１／５） 

名 称 仕 様 

ＲＯ後濃縮塩水系受タンク移送流路分
岐部から処理水受入タンク入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

処理水受入タンク出口から 
共沈タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

共沈タンク出口から 
供給タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

供給タンク出口から 
クロスフローフィルタ循環ラインまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ循環ライン 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
150A/Sch.40 
200A/Sch.40 
250A/Sch.40 
300A/Sch.40 
300A 相当/3mm 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ出口から 
吸着塔入口バッファタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（２／５） 

名 称 仕 様 

吸着塔入口バッファタンク出口から 
多核種吸着塔５下流 塩酸供給点まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
1.37MPa 
60℃ 

多核種吸着塔５下流 塩酸供給点から 
移送タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
1.37MPa 
60℃ 

移送タンク出口から 
サンプルタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
65A/Sch.40 
80A/Sch.40 
100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 
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主要配管仕様（３／５） 

名 称 仕 様 

サンプルタンク出口から 
多核種処理水貯槽，RO 濃縮水貯槽また
は Sr処理水貯槽まで※2 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
80A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A/Sch.20S 

SUS316LTP 

0.98MPa 

40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

200A 相当 
100A 相当 
ポリエチレン 
静水頭 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 

材質 

最高使用圧力 

最高使用温度 

100A 相当 

合成ゴム 

0.98MPa 

40℃ 

増設多核種除去設備用移送ポンプスキ
ッドから 
増設多核種除去設備入口弁スキッドま
で 
（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A 相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 
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主要配管仕様（４／５） 

名 称 仕 様 

移送ポンプ出口分岐部から 
炭酸ソーダ溶解槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
20A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

20A/Sch.40 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ溶解槽から 
炭酸ソーダ貯槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
40A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
40A/Sch.80 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

40A 相当 
PTFE 
静水頭 
0.5MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ貯槽から 
共沈タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
25A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A 相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A 相当 
PTFE 
0.5MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（５／５） 

名 称 仕 様 

炭酸ソーダ貯槽から 
多核種除去設備建屋入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
65A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A 相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

75A 相当 
ポリエチレン 
0.5MPa 
60℃ 

※1：現場施工状況により，配管仕様（呼び径，厚さ，材質）の一部を使用しない場合がある。 

※2：K4 エリアタンクへの配管の一部は，「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」と兼用する。 

 

 

(5) 放射線監視装置 

放射線監視装置仕様 

項目 仕様 

名称 エリア放射線モニタ 

基数 2 基 

種類 半導体検出器 

取付箇所 増設多核種除去設備設置エリア 

計測範囲 10-3 mSv/h ～ 101 mSv/h 

 

 

2.16.2.3 添付資料 

 添付資料－１： 全体概要図及び系統構成図 

 添付資料－２： 増設多核種除去設備基礎の構造強度に関する検討結果 

添付資料－３： 増設多核種除去設備の耐震性に関する説明書 

添付資料－４： 増設多核種除去設備の強度に関する説明書 

添付資料－５： 流体状の放射性廃棄物の施設外への漏えい防止に関する計算書 
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添付資料－６： 工事工程表 

添付資料－７： 増設多核種除去設備の具体的な安全確保策 

添付資料－８： 増設多核種除去設備の確認試験結果について 

添付資料－９： 増設多核種除去設備に係る確認事項 

 



添付資料－４ 
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増設多核種除去設備の強度に関する計算書 

 
1. 強度評価の方針 
増設多核種除去設備を構成する主要な機器及び主配管（鋼管）は，強度評価においては，「JSME 

S NC-1 電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス３

機器またはクラス３配管に準じた評価を行う。 
 
 
2. 強度評価 
2.1 処理水受入タンク，共沈タンク，供給タンク 
2.1.1 評価箇所 
強度評価箇所を図－１－１、図－１－２に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－１－１ 処理水受入タンク 概要図    図－１－２ 共沈タンク，供給タンク 概要図 
 

図中の番号は，2.1.2 及び 2.1.3 の番号に対応する。 
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2.1.2 評価方法 

(1) 胴の厚さの評価 
開放タンクの胴に必要な厚さは、次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 
炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする 
 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 
ｔ２：必要厚さ (mm) 
Ｄi：胴の内径 (m) 
Ｈ：水頭 (m) 
ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 
Ｓ：許容引張応力(MPa) 
η：継手効率 (-) 
 

 
(2) 下部鏡板の厚さの評価 
さら形鏡板の場合で、中低面に圧力を受ける物については、下記式により計算した値以上の

厚さとする。 
a. 鏡板の計算上必要な厚さ：t 

ｔ：必要厚さ (mm) 
P：最高使用圧力 (MPa) 
R：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 
W：さら型鏡板の形状による係数 
η：継手効率(-) 
Ｓ：許容引張応力 (MPa)  

 
 

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η

t＝
P・R・W

２S・η－0.2P
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(3) 管台の厚さの評価 
管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 
a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 
Ｄi：管台の内径(m) 
Ｈ：水頭(m) 
ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 
Ｓ：許容引張応力(MPa)  
η：継手効率(-) 

 

b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 
管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 
(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 
b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 
c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 
 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.1.3 評価結果 

評価結果を表－１～２に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 
  

表－１－１ 処理水受入タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 
最小厚さ

（mm） 

処理水受入タンク 
１，２ 

（１）胴板の厚さ 3.00 7.27 
（２）下部鏡板の厚さ 0.98 6.00 
（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 4.35 

 
表－２－１ 共沈タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ

（mm） 
最小厚さ

（mm） 

共沈タンク 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 3.00 3.72 
（２）下部鏡板の厚さ 3.00 3.69 
（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.75 
（３）管台の厚さ（タイライン） 3.50 4.72 
（３）管台の厚さ（液入口） 2.40 2.40 
（３）管台の厚さ（苛性ソーダ入口） 2.20 2.20 
（３）管台の厚さ（炭酸ソーダ入口） 2.20 2.20 
（３）管台の厚さ（pH 計スキッド行き） 2.20 2.20 
（３）管台の厚さ（pH 計スキッド戻り） 1.70 1.90 

 
表－２－２ 共沈タンクの評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

共沈タンク 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）胴 
（タイライン） 

補強に必要な面積 
（mm2） 

補強に有効な総面積 
（mm2） 

40.95 663.63 
大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 
穴の径 
（mm） 

583.33 167.20 
溶接部の負うべき荷重 

（N） 
予想される破断箇所の 

強さ（N） 
-47353 － ※１ 

※１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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表－３－１ 供給タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ

（mm） 
最小厚さ

（mm） 

供給タンク 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 3.00 3.72 
（２）下部鏡板の厚さ 3.00 3.69 
（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.75 
（３）管台の厚さ（タイライン） 3.50 4.72 
（３）管台の厚さ 

（クロフフローフィルタ戻り） 
2.20 2.20 

（３）管台の厚さ（デカント水戻り） 2.20 2.20 
 

表－３－２ 供給タンクの評価結果（胴の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

供給タンク 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）胴 
（タイライン） 

補強に必要な面積 
（mm2） 

補強に有効な総面積 
（mm2） 

48.54 656.11 
大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 
穴の径 
（mm） 

583.33 167.20 
溶接部の負うべき荷重 

（N） 
予想される破断箇所の 

強さ（N） 
-45765 － ※２ 

※２ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 



 

Ⅱ-2-16-2-添 4-6 

 

2.2 吸着塔 
2.2.1 評価箇所 
強度評価箇所を図－２に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

吸着塔Ⅰ型 ：多核種吸着塔１～５ 
吸着塔Ⅱ型 ：多核種吸着塔６～１４ 
吸着塔Ⅲ型 ：多核種吸着塔１５～１８ 

 
 
 
 
 

図－２ 吸着塔 概要図 
図中の番号は，2.2.2，2.2.3 の番号に対応する。 
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2.2.2 評価方法 
(1) 胴の厚さの評価 

胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 
a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものにあっては 3mm，その他の材料で作られた

ものにあっては 1.5mm とする。 
 

b. 内面に圧力を受ける胴の必要厚さ：ｔ2 
ｔ２：必要厚さ (mm) 
P  ：最高使用圧力 (MPa) 
Ｄi ：胴の内径 (mm) 
Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 
η ：継手効率 (-) 

 
(2) 鏡板の厚さの評価 
さら形鏡板に必要な厚さは，以下で計算した値のうちいずれか大きい方の値とする。 
a. フランジ部：ｔ1 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 
P  ：最高使用圧力 (MPa) 
Ｄi ：胴の内径 (mm) 
Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 
η ：継手効率 (-)  

 
b. 鏡板：ｔ2 

ｔ2 ：必要厚さ (mm) 
P  ：最高使用圧力 (MPa) 
R  ：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 
W ：さら型鏡板の形状による係数 (-) 
Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 
η ：継手効率 (-) 

 
ここで，Ｗは以下の式により計算した値とする。 

 
R ：鏡板の中央部における内面の半径 (mm) 
r  ：さら形鏡板のすみの丸みの内半径 (mm) 

 

2・S・η－1.2・P
t2＝

Ｐ・Di

2・S・η－1.2・P
t1＝

Ｐ・Di

t2＝
P・R・W

２・S・η－0.2P

1 R
4 r

・　3+W＝
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(3) 管台の厚さの評価 
管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

 
a. 内面に圧力を受ける管台：ｔ1 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 
P  ：最高使用圧力 (MPa) 
ＤO：管台の外径 (mm) 
Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 
η ：継手効率 (-) 

 
b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ2 
炭素鋼鋼管を使用する管台にあっては，管台の外径に応じて設計・建設規格 表

PVC-3610-1 より求めた管台の厚さとする。 
 
(4) 鏡板の補強を要しない穴の最大径の評価 

鏡板の補強を要しない穴の最大径は，以下で計算した値のうちいずれかとする。 
a. 穴の径が 61mm 以下で，かつ，次の式により計算した値以下の穴。 

ｄｒ１：補強を要しない穴の最大径(mm) 
D   ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 
ｔc   ：鏡板の最少厚さ(mm) 

 
b. ａに揚げるものを除き，穴の径が 200ｍｍ以下で，かつ，設計・建設規格 図 PVD-3122-1

及び図 PVD-3122-2 により求めた値以下の穴。 
ｄｒ２：補強を要しない穴の最大径(mm) 
D   ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 
ｔc   ：鏡板の最少厚さ(mm) 
K   ：係数(-) 

 
ここで，Ｋは，さら形鏡板の場合，次の式により計算した値で，Ｋ＞０．９９のときは，

Ｋ＝０．９９とする。 
P  ：最高使用圧力 (MPa) 
D ：鏡板のフランジ部の外径 (mm) 
Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 
η ：継手効率の値 (-) 
ｔc ：鏡板の最少厚さ(mm) 

 

t1＝
P・DO

2・S・η + 0.8・P

Ｋ＝
Ｐ・Ｄ

1.82Ｓ・η・ｔc

Ｄ－2・ｔｃ

4
ｄｒ１＝

ｄr2＝
3　Ｄtc(1-K)8.05
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(5) 鏡板の穴の補強計算 
a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 
b. 大きい穴の補強を要しない最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500ｍｍを超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500ｍｍを超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 
c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 
 
2.2.3 評価結果 
評価結果を表－４～６に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 
 

表－４－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 
１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 9.57 14.80 
（２）上部・下部鏡板の厚さ 10.18 15.50 
（３）管台の厚さ（清掃口） 1.04 5.80 
（３）管台の厚さ（液出口） 0.38 2.40 
（３）管台の厚さ（液入口） 0.38 3.00 
（３）管台の厚さ（吸着材入口） 0.31 2.90 
（３）管台の厚さ（吸着材出口） 0.31 2.30 
（３）管台の厚さ（ベント） 0.31 2.90 
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表－４－２ 吸着塔の評価結果（鏡板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 補強を要しない穴

の最大径（mm） 
穴の径 
（mm） 

吸着塔１～５ 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（４）上部鏡板（清掃口） 165.50 165.20 ※３ 
（４）下部鏡板（液出口） 165.50 60.50 
（４）上部鏡板（液入口） 165.50 60.50 
（４）上部鏡板（吸着材入口） 165.50 48.60 
（４）下部鏡板（吸着材出口） 165.50 48.60 
（４）上部鏡板（ベント） 165.50 48.60 

※３ 管台の外径は 165.2mm であるものの，鏡板に加工する穴の径は最大 168.5mm で 

あり，補強を要しない穴の最大径を上回ることから鏡板の穴の補強計算を行う。 

 
表－４－３ 吸着塔の評価結果（鏡板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

吸着塔１～５ 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）上部鏡板 
（清掃口） 

補強に必要な 
面積（mm2） 

補強に有効な 
総面積（mm2） 

1.015×103 1.723×103 
大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 
穴の径 
（mm） 

500.00 153.60 
溶接部の負う 
べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 
-2.992×104 － ※４ 

※４ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 
表－５－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 
６～１４ 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 8.44 13.60 
（２）さら形ふた板 6.50 11.70 

（３）下部鏡板の厚さ 9.02 11.80 
（４）管台の厚さ（清掃口） 3.80 5.80 
（４）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（液入口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（吸着材入口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（吸着材出口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（ベント） 2.20 2.90 
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表－５－２ 吸着塔の評価結果（鏡板・さら形ふた板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 
補強を要しない

穴の最大径

（mm） 

穴の径 
（mm） 

多核種吸着塔 
６～１４ 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）さら形ふた板（清掃口） 142.05 165.20 ※５ 
（５）下部鏡板（液出口） 142.98 60.50 
（５）さら形ふた板（液入口） 142.05 60.50 
（５）さら形ふた板（吸着材入口） 142.05 60.50 
（５）下部鏡板（吸着材出口） 142.98 60.50 
（５）さら形ふた板（ベント） 142.05 48.60 

※５ さら形ふた板の穴の補強計算を行う 

 
表－５－３ 吸着塔の評価結果（さら形ふた板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

多核種吸着塔 
６～１４ 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（６）さら形ふた板 
（清掃口） 

補強に必要な 
面積（mm2） 

補強に有効な 
総面積（mm2） 

610.5 1.438×103 
大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 
穴の径 
（mm） 

437.00 153.60 
溶接部の負う 
べき荷重（N） 

予想される破断箇所の強さ

（N） 
-6.530×104 － ※６ 

※６ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 

 
表－６－１ 吸着塔の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最小厚さ（mm） 

多核種吸着塔 
１５～１8 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴板の厚さ 10.85 13.60 
（２）さら形ふた板 8.36 14.40 

（３）下部鏡板の厚さ 11.60 14.60 
（４）管台の厚さ（清掃口） 3.80 5.80 
（４）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（液入口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（吸着材入口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（吸着材出口） 2.40 3.00 
（４）管台の厚さ（ベント） 2.20 2.90 
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表－６－２ 吸着塔の評価結果（鏡板・さら形ふた板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 
補強を要しない

穴の最大径

（mm） 

穴の径 
（mm） 

多核種吸着塔 
１５～１8 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（５）さら形ふた板（清掃口） 162.41 165.20 ※７ 
（５）下部鏡板（液出口） 164.21 60.50 
（５）さら形ふた板（液入口） 162.41 60.50 
（５）さら形ふた板（吸着材入口） 162.41 60.50 
（５）下部鏡板（吸着材出口） 164.21 60.50 
（５）さら形ふた板（ベント） 162.41 48.60 

※７ さら形ふた板の穴の補強計算を行う 

 
表－６－３ 吸着塔の評価結果（さら形ふた板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

多核種吸着塔 
１５～１8 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（６）さら形ふた板 
（清掃口） 

補強に必要な 
面積（mm2） 

補強に有効な 
総面積（mm2） 

784.9 1.687×103 
大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 
穴の径 
（mm） 

500.00 153.60 
溶接部の負う 
べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 
-7.203×104 － ※８ 

※８ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.3 吸着塔入口バッファタンク，移送タンク，サンプルタンク 
2.3.1 評価箇所 
強度評価箇所を図－３に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図中の番号は，2.3.2，2.3.3 の番号に対応する。 

図－３ 吸着塔入口バッファタンク，移送タンク 概要図 
 
 
2.3.2 評価方法 
(1) 胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 
a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする。 
 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 
ｔ２：必要厚さ (mm) 
Ｄi ：胴の内径 (m) 
Ｈ ：水頭 (m) 
ρ ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 
Ｓ ：許容引張応力(MPa) 
η ：継手効率 (-) 

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 
胴の内径が 5m を超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 
 
(2) 底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 
 
(3) 管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 
a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 
Ｄi：管台の内径(m) 
Ｈ：水頭(m) 
ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 
Ｓ：許容引張応力(MPa)  
η：継手効率(-) 

 
b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 
管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 
(4) 胴の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよう

にすること。 
b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える場

合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径の３

分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計算は必

要ない。 
c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上である

こと。 
 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.3.3 評価結果 
評価結果を表－７～９に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価し

ている。 
 

表－７－１ 吸着塔入口バッファタンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ

（mm） 
最少厚さ

（mm） 

吸着塔入口バッファ

タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴の厚さ 1.50 3.48 

（２）底板の厚さ 3.00 17.80 

（３）管台の厚さ（液出口） 2.40 3.91 
 

表－７－２ 吸着塔入口バッファタンクの評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 
補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 
（mm） 

吸着塔入口バッファ

タンクＡ，Ｂ，Ｃ 
（４）胴（液出口） 85.00 85.00 以下 

 
 

表－８－１ 移送タンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 
最少厚さ

（mm） 

移送タンク１．２ 

（１）胴の厚さ 3.00 7.47 

（２）底板の厚さ 3.00 20.35 

（３）管台の厚さ（液出口） 3.50 3.91 
 

表－８－２ 移送タンクの評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 
補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 
（mm） 

移送タンク１．２ （４）胴（液出口） 85.00 85.00 以下 
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表－９－１ サンプルタンクの評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ

（mm） 
最少厚さ

（mm） 

サンプルタンク 
Ａ，Ｂ，Ｃ 

（１）胴の厚さ 11.7 12.0 

（２）底板の厚さ 3.0 12.0 

（３）管台の厚さ（100A） 3.5 6.0 

（３）管台の厚さ（200A） 3.5 8.2 

（３）管台の厚さ（650A） 3.5 12.0 
 
 

表－９－２ サンプルタンクの穴の補強評価結果 

機器名称 管台口径 評価部位 
補強に必要

な面積[mm2] 

補強に有効

な総面積

[mm2] 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

100A 管台 724 1616 

200A 管台 1411 3195 

650A 管台 4466 10840 

 

表－９－３ サンプルタンクの強め材の取付け強さ 

機器名称 
管台 

口径 

溶接部の負

うべき荷重 
予想される破断箇所の強さ 

Ｗ 

[N] 

Ｗ1 

[N] 

Ｗ2 

[N] 

Ｗ3 

[N] 

Ｗ4 

[N] 

Ｗ5 

[N] 

Ｗ6 

[N] 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

100A 37367.82 154937 278514 119886 199587 234638 243463 

200A 63939.66 342042 570661 300675 402159 443526 529294 

650A 167003.76 1412331 2016618 1600574 1641873 1453630 2204861 

 
 
 
 
 
2.4 主配管 
2.4.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－４に示す。 
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Ａ系列と同様

④

配管概略図（２／１２～５／１２）

図－４ 配管概略図（１／１２）

⑤

⑤

④

②
③

④

④

④

②
③

Ａ系列

Ｂ系列

Ａ系列と同様

Ｃ系列

Ｆ

処理水
受入タンク２

Ｆ

多核種除去設備
配管概略図（１／１８）
より

①

① ①

① ①

①① ②

②

④

配管概略図（６／１２）
移送タンク１へ

配管概略図（６／１２）
移送タンク２へ

⑤

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

供給ポンプ１Ｂへ

供給ポンプ１Ｃへ

⑤

出口フィルタＣより

出口フィルタＢより

供給ポンプ１Ａへ

出口フィルタＡより

処理水
受入タンク１

PE

多核種除去設備
配管概略図（１／１８）
より

PE
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図－４ 配管概略図（２／１２）

共沈
タンクＡ

供給ポンプ１Ａ

⑥④④

供給
タンクＡ

⑦

Ｆ Ｆ
Ｆ

⑨

⑩

⑧

⑭

⑨

⑮ ⑮

⑨

⑨

⑨

⑨ ⑨

⑮

⑨

⑨

⑨ ⑨

⑨

供給ポンプ２Ａ

クロスフロー
フィルタ１Ａ

クロスフロー
フィルタ２Ａ

クロスフロー
フィルタ３Ａ

クロスフロー
フィルタ４Ａ

クロスフロー
フィルタ６Ａ

クロスフロー
フィルタ５Ａ

配管概略図（３／１２）
吸着塔入口バッファタンクへ

④

Ｆ

④

④

⑨

⑮

Ｆ

⑨

⑮
⑫

配管概略図（１／１２）
処理水受入タンクより

循環ポンプＡ

⑨

⑬ ⑭

⑪*

⑯

⑨⑨
⑨

⑯*

⑯

⑯*

⑯

⑯

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

㉛㉛㉛

注記＊：管継手

配管概略図（１２／１２）
炭酸ソーダ貯槽より

㉞
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吸着塔入口
バッファ
タンクＡ

配管概略図（２／１２）
クロスフローフィルタＡより

ブースターポンプ１Ａ

多核種
吸着塔１Ａ

多核種
吸着塔２Ａ

多核種
吸着塔３Ａ

多核種
吸着塔４Ａ

多核種
吸着塔５Ａ

⑧

⑨

⑱ ⑲ ⑱ ⑱

⑱

⑱
⑱

⑱

⑱
⑱

⑱

⑱ ⑱

⑱

⑱

⑱

⑱ ⑱

⑱

⑱

⑱⑱

⑤ ⑳

⑱

塩酸供給

⑱

⑱

⑤
配管概略図（４／１２）
多核種吸着塔６Ａへ

図－４ 配管概略図（３／１２）

⑰

⑱

⑱ ⑱

⑱

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。
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多核種
吸着塔６Ａ

多核種
吸着塔８Ａ

多核種
吸着塔９Ａ

多核種
吸着塔１０Ａ

多核種
吸着塔１１Ａ

⑤ ⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

ブースターポンプ２Ａ

⑤ ⑤ ⑤

⑤

⑤

配管概略図（５／１２）
多核種吸着塔１２Ａへ

図－４ 配管概略図（４／１２）

配管概略図（３／１２）
多核種吸着塔５Ａより

⑤ ⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

㉑

多核種
吸着塔７Ａ
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 多核種

吸着塔１２Ａ
多核種
吸着塔１３Ａ

多核種
吸着塔１４Ａ

⑤ ⑤

⑤

⑤

配管概略図（１／１２）
移送タンク１へ

出口フィルタＡ

配管概略図（４／１２）

ブースター
ポンプ２Ａより

⑤
⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤
⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

⑤

Ｆ

配管概略図（１／１２）
移送タンク２へ

図－４ 配管概略図（５／１２）

⑤

⑤

⑤ ⑤

⑤

⑤

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

多核種
吸着塔１５Ａ

多核種
吸着塔１６Ａ

多核種
吸着塔１７Ａ

多核種
吸着塔１８Ａ
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図－４ 配管概略図（６／１２）

移送タンク２

⑤

配管概略図（１／１２）
出口フィルタより

配管概略図（１／１２）
出口フィルタより

移送ポンプ１

㉖

移送ポンプ２

㉖

増設多核種
除去設備用

処理済水一時
貯留タンクＡ

増設多核種
除去設備用

処理済水一時
貯留タンクＢ

増設多核種
除去設備用

処理済水一時
貯留タンクＣ

②

配管概略図（７／１２）
処理済水移送配管へ

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

㉒

㉒

㉒

㉒

㉓ ㉔ ㉕

㉗㉓ ㉔

㉕ ㉕

㉕

㉔

㉕ ㉕

㉗

増設多核種除去設備用
移送ポンプＡ

増設多核種除去設備用
移送ポンプＢ

Ｆ

㉘ ㉘ ㉘

㉘

㉚㉙

㉘ ㉘ ㉘㉚㉙

㉔

移送タンク１

PE

PE

PE

PE PE

PE PE

PEPE

PE

PE

PE PE

PEPE

多核種処理水
貯槽

(K3エリア
(A))

PE

PE

配管概略図（１２/１２）
炭酸ソーダ溶解槽へ

㉖

㉖

㉖

㉖

多核種処理水
貯槽

(K4エリア
(D))

多核種処理水
貯槽

(K4エリア
(A))

PE

PE PE

PE

高性能多核種除去設備配管概略図（８／１２）へ

又は高性能多核種除去設備配管概略図（８／１２）より

「Ⅱ 2.50 ALPS処理水希釈放出設備及

び関連施設」

の配管概略図（１／５）に詳細を記載
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図－４ 配管概略図（７／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

配管概略図（６／１２）

増設多核種除去

設備用移送ポンプより

多核種処理水貯槽へ

多核種除去設備
処理済水移送ポンプ（Ａ）より

多核種除去設備
処理済水移送ポンプ（Ｂ）より

多核種処理水貯槽へ

配管概略図（８／１２）

多核種処理水貯槽へ

配管概略図（９／１２）

多核種処理水貯槽へ

PE

配管概略図（１０／１２）

多核種処理水貯槽へ

PE

配管概略図（１１／１２）

多核種処理水貯槽へ

PE

PE

PE
PE

PE

PE

PE1

1

1

多核種処理水
貯槽

(J4エリア
(E))

多核種処理水
貯槽

(J6エリア
(C))

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す
配管構成は変更となる場合がある

多核種処理水
貯槽

(J7エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(J7エリア
(D))

PE

PE

PE PE

PEPEPE

PE PE PEPE

PE

PE

高性能多核種除去設備配管概略図（８／１２）へ

又は高性能多核種除去設備配管概略図（８／１２）より

PE

PE
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図－４ 配管概略図（８／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

PE PE PE

PE PE

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

多核種処理水
貯槽

(H1エリア
(F))

多核種処理水

貯槽
(H1エリア

(C))

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

多核種処理水

貯槽
(H1東エリア

(A))

PE

PE
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図－４ 配管概略図（９／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

PE PE

PE

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(C))

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(A))

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(F))

多核種処理水

貯槽
(H2エリア

(L))

PE

PE PE

PEPE

多核種処理水

貯槽
(H4北エリア

(B))

多核種処理水

貯槽
(H4北エリア

(D))

多核種処理水

貯槽
(H4南エリア

(E))

多核種処理水

貯槽
(H4南エリア

(C))

PE

PEPE

PE

多核種処理水
貯槽

(H6(Ⅱ)エリア
(B))

多核種処理水
貯槽

(H6(Ⅰ)エリア
(A))

PE PE

多核種処理水

貯槽
(H3エリア

(A))

PE

PE
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図－４ 配管概略図（１０／１２）

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す

配管構成は変更となる場合がある

PE PE

多核種処理水
貯槽

(J2エリア
(M))

多核種処理水
貯槽

(J2エリア
(A))

高性能多核種除去設備

配管概略図（１０／１２）へ

又は高性能多核種除去設備

配管概略図（１０／１２）より

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

PE PE

PE PE PE PE PE

多核種処理水
貯槽

(H5エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(H5エリア
(C))

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

PE PE

多核種処理水
貯槽

(B南エリア
(A))

PE

多核種処理水
貯槽

(G1エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(G1エリア
(B))

多核種処理水
貯槽

(G1エリア
(E))

PE

PE PE

多核種処理水
貯槽

(Bエリア
(E))

PE

多核種処理水
貯槽

(Bエリア
(D))

PE

多核種処理水
貯槽

(Bエリア
(B))

PE

多核種処理水
貯槽

(G4南エリア
(C))

多核種処理水
貯槽

(G4南エリア
(A))

PE

多核種処理水
貯槽

(G6エリア
(D))

多核種処理水
貯槽

(G6エリア
(B))

PE PE

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(A1))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(A2))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(B1))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(B3))

多核種処理水
貯槽

(G1南エリア
(A))

多核種処理水
貯槽

(G1南エリア
(C))

PE PE

PE

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(C2))

多核種処理水

貯槽

(G5エリア

(C1))

PEPE

PE
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図－４ 配管概略図（１１／１２）

記号凡例
PE：ポリエチレン管

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

PE PE

PE

PE

配管概略図（７／１２）

処理済水移送配管より

PE

多核種処理水
貯槽

(J4エリア
(K))

多核種処理水
貯槽

(J3エリア
(B))

多核種処理水
貯槽

(J3エリア
(E))

多核種処理水
貯槽

(J3エリア
(F))

多核種処理水
貯槽

(J4エリア
(B))

※使用する材料に変更の無い範囲で図に示す
配管構成は変更となる場合がある
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図－４ 配管概略図（１２／１２）

配管概略図（２/１２）
共沈タンクＡへ

炭酸ソーダ
溶解槽１

炭酸ソーダ
溶解槽１
移送ポンプ

炭酸ソーダ
溶解槽２

炭酸ソーダ

溶解槽２
移送ポンプ

炭酸ソーダ
溶解槽３

炭酸ソーダ
溶解槽３
移送ポンプ

㉖

炭酸ソーダ
貯槽１

炭酸ソーダ
貯槽２

炭酸ソーダ貯槽１
供給ポンプＣへ

Ａ系列と同様

炭酸ソーダ貯槽１
供給ポンプＢへ

Ａ系列と同様

Ｆ

炭酸ソーダ貯槽１

供給ポンプＡ

共沈タンクＣへ

共沈タンクＢへ

配管概略図（６/１２）
移送ポンプ１,２より

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｆ

㉖

Ｆ

⑧

Ｆ

Ｆ

⑧

⑧

記号凡例
ホ：耐圧ホース

図中の番号は，2.4.3の番号に対応する。

㉜

㉜ ㉜㊶ ㊵

㉝ ㉝ ㉞ ㉞

㉞

㉞

㉞

㉞㉝㉝

㊵㉜㉜㊶

㉜

㉜

㊶ ㉜ ㉜ ㊵

ホ

ホ

ホ㉝ ㉝ ㉞

ホ

ホ

㉞

㉞
㉞

ホ

ホ

ホ ホ

㉞

㉞

㉞ ㊷

㊷

㊷

㊷

㉞ ㉟

ホ

㊱

㊱

㉟㉞

㉞ホ㉞㉞ ㊴㊳㊲

㊳ ㊸ ㊳㊳

炭酸ソーダ貯槽２
移送ポンプ１

炭酸ソーダ貯槽２
移送ポンプ２

多核種除去設備

配管概略図（１７/１８）へ

㊲ ホ ㊲ ㊳ ㊸ ㊳ ㊳ ㊳ ㊹ PE
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2.4.2 評価方法 
(1) 管の厚さの評価 

管の必要な厚さは，次に揚げる値のいずれか大きい方の値とする。 
a. 内面に圧力を受ける管 

ｔ1 ：必要厚さ (mm) 
P  ：最高使用圧力 (MPa) 
ＤO：管台の外径 (m) 
Ｓ ：許容引張応力 (MPa) 
η ：継手効率 (-) 

 
b. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小必要厚さ：ｔ2 
設計・建設規格 PPD-3411（3）の表 PPD-3411-1 より求めた値 

 

 0.8・P・Ｓ・η

P・D
t O

1
２
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2.4.3 評価結果 
評価結果を表－９に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有していると

評価している。 
表－９ 配管の評価結果（管厚） 

 
 
 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 

圧力(MPa) 

最高使用 

温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

1 114.30 STPG370 0.98 40 3.40 5.25 

2 114.30 STPG370 0.98 60 3.40 5.25 

3 114.30 STPG370 静水頭 60 － 5.25 

4 60.50 STPG370 0.98 60 2.40 3.40 

5 60.50 STPG370 1.37 60 2.40 3.40 

6 42.70 STPG370 0.98 60 1.90 3.10 

7 165.20 SUS316L 静水頭 60 － 6.21 

8 60.50 SUS316L 静水頭 60 － 3.40 

9 60.50 SUS316L 0.98 60 0.28 3.40 

10 42.70 SUS316L 0.98 60 0.20 3.10 

11 76.30 SUS316L 0.98 60 0.35 4.55 

12 165.20 SUS316L 0.98 60 0.74 6.21 

13 139.80 SUS316L 0.98 60 0.63 5.77 

14 216.30 SUS316L 0.98 60 0.97 7.17 

15 267.40 SUS316L 0.98 60 1.20 8.13 

16 318.50 SUS316L 0.98 60 1.43 9.01 

17 60.50 SUS316L 0.98 60 0.28 4.81 

18 60.50 SUS316L 1.37 60 0.38 3.40 

19 42.70 SUS316L 1.37 60 0.27 3.10 

20 89.10 STPG370 1.37 60 3.00 4.81 

21 42.70 STPG370 1.37 60 1.90 3.10 

22 60.50 STPG370 1.37 60 2.40 4.81 

23 89.10 STPG370 静水頭 60 － 4.81 

24 89.10 STPG370 0.98 60 3.00 4.81 

25 76.30 STPG370 0.98 60 2.70 4.55 
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注１）継手類は JIS 等の規格品を適用することで、管に対し十分な厚さを有し、管の強度評価に包絡される。 
注２）管及び機器の取合箇所において、変位の吸収や着脱の必要性から強度計算の規格外となるホース類を適用する箇

所がある。これらについては配管の流体・圧力・温度条件に合致した十分実績のあるものを採用することで、必

要な強度を確保するものとする。 
 
 
 
 
 

No. 
外径 

（mm） 
材料 

最高使用 

圧力(MPa) 

最高使用 

温度（℃） 

必要厚さ

（mm） 

最小厚さ

（mm） 

26 48.60 STPG370 0.98 60 2.20 3.20 

27 114.30 SUS316L 0.98 60 0.52 5.25 

28 114.30 SUS316L 0.98 40 0.51 5.25 

29 89.10 SUS316L 0.98 40 0.40 4.81 

30 60.50 SUS316L 0.98 40 0.27 3.40 

31 323.90 SUS316L 0.98 60 1.45 2.70 

32 27.20 SUS316L 0.98 60 0.21 2.61 

33 48.60 SUS316L 静水頭 60 － 3.20 

34 48.60 SUS316L 0.50 60 0.12 3.20 

35 48.60 SUS316L 0.50 60 0.12 4.46 

36 139.80 SUS316L 静水頭 60 － 5.77 

37 76.30 SUS316L 静水頭 60 － 4.55 

38 76.30 SUS316L 0.50 60 0.18 4.55 

39 34.00 SUS316L 0.50 60 0.08 2.90 

40 27.20 STPG370 0.98 60 1.70 2.40 

41 21.70 SUS316L 0.98 60 0.17 2.52 

42 21.70 SUS316L 0.50 60 0.05 2.52 

43 60.50 SUS316L 0.50 60 0.14 3.40 

44 89.10 SUS316L 0.50 60 0.21 4.81 
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2.5 炭酸ソーダ貯槽 

2.5.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.5.2，2.5.3 の番号に対応する。 

図－５ 炭酸ソーダ貯槽 概要図 

 

2.5.2 評価方法 

(1)胴の厚さの評価 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ1 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は 3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mm とする。 

 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ2 

ｔ２：必要厚さ (mm) 

Ｄi ：胴の内径 (m) 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 

Ｓ ：許容引張応力(MPa) 

η ：継手効率 (-) 

 

c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ3 
胴の内径が 5m を超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1 より求めた胴の厚さとする。 

(1)

(2)

(3)

(3)

(4),(5)

(4),(5)

t2＝
Di・H・ρ

0.204・S・η



 
 
 

Ⅱ-2-16-2-添 4-33 

 

 
(2) 底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 
 

(3) 管台の厚さの評価 
管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 
a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 
Ｄi：管台の内径(m) 
Ｈ：水頭(m) 
ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 
Ｓ：許容引張応力(MPa)  
η：継手効率(-) 

 
b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 
管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 
(4) 胴の穴の補強計算 
a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなるよ

うにすること。 
b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の胴に設ける穴の径が胴の内径の２分の１（500mm を超える

場合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える胴に設ける穴の径が胴の内径

の３分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大きい穴の補強計

算は必要ない。 
c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上であ

ること。 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.5.3 評価結果 

評価結果を表－１０に示す。必要厚さ等を満足しており，十分な構造強度を有すると評価

している。 

 

表－１０－１ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 
必要厚さ

（mm） 
最少厚さ（mm） 

炭酸ソーダ貯槽１ 

（１）胴の厚さ 1.50 6.87 

（２）底板の厚さ 3.00 19.60 

（３）管台の厚さ（１２５Ａ） 3.50 4.87 

（３）管台の厚さ（１００Ａ） 3.50 4.35 

炭酸ソーダ貯槽２ 

（１）胴の厚さ 1.50 6.87 

（２）底板の厚さ 3.00 19.60 

（３）管台の厚さ（６５Ａ） 2.70 3.65 

（３）管台の厚さ（１００Ａ） 3.50 4.35 

 

表－１０－２ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（胴板の補強要否確認） 

機器名称 評価項目 

補強を要しな

い穴の最大径

（mm） 

穴の径 

（mm） 

炭酸ソーダ貯槽１ 
（４）胴板（１２５Ａ） 85.00 85 を超える※９ 

（４）胴板（１００Ａ） 85.00 85 を超える※９ 

炭酸ソーダ貯槽２ 
（４）胴板（６５Ａ） 85.00 85.00 以下 

（４）胴板（１００Ａ） 85.00 85 を超える※９ 

※９ 胴板の穴の補強計算を行う 



 
 
 

Ⅱ-2-16-2-添 4-35 

 

 

表－１０－３ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（胴の穴の補強計算） 
機器名称 評価項目 評価結果 

炭酸ソーダ貯槽１ （５）胴（１２５Ａ） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

87.58 1.130×103 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

1000 130.06 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-7.759×104 －※１０ 

炭酸ソーダ貯槽

１,２ 
（５）胴（１００Ａ） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

71.11 7.845×102 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

1000 105.60 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-6.294×104 －※１０ 

※１０ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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2.6 炭酸ソーダ溶解槽 

2.6.1 評価箇所 

強度評価箇所を図－６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の番号は，2.6.2，2.6.3 の番号に対応する。 

図－６ 炭酸ソーダ溶解槽 概要図 

 

2.6.2 評価方法 

 （１）側板，底板の評価 

炭酸ソーダ溶解槽の側板の必要厚さは，等分布荷重，4 辺固定での最大曲げ応力

σmaxが材料の許容引張応力となる場合（S = σmax）の厚さを必要な厚さとして算出

する。 

 

ｔ ＝ a（β2・p / S）1/2 

p ＝ρ g Ｈ 

 

t ：最小必要厚さ（mm） 

a ：平板の短辺長さ（mm） 

β2：長方形板の最大応力の係数 

(機械工学便覧（第 5 章 平板の曲げ表 28）より) 

p ：等分布荷重（MPa） 

S ：許容引張応力（MPa） 

g ：重力加速度（9.80665m/s2） 

Ｈ ：水頭 (m) 

ρ ：液体の比重 

ただし，１未満の場合は１とする。 
 

 

(1)

(2)

(3)(3)

(4) (4)
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(2)底板の厚さの評価 

地面，基礎等に直接接触する開放タンクの底板の厚さは，3mm 以上であること。 
 

(3)管台の厚さの評価 

管台に必要な厚さは，次に揚げる値のうちいずれか大きい値とする。 
a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ1 

ｔ1：必要厚さ (mm) 
Ｄi：管台の内径(m) 
Ｈ：水頭(m) 
ρ：液体の比重。 

ただし，１未満の場合は１とする。 
Ｓ：許容引張応力(MPa)  
η：継手効率(-) 

 
b. 規格上必要な厚さ：ｔ2 
管台の外径に応じ設計・建設規格 表 PVC-3980-1 より求めた管台の厚さとする。 

 
(4)側板の穴の補強計算 

a. 補強に有効な範囲内にある補強に有効な面積が，補強に必要な面積より大きくなる

ようにすること。 
b. 大きい穴の補強を要しない穴の最大径 

内径が 1500mm 以下の側板に設ける穴の径が側板の内径の２分の１（500mm を

超える場合は，500mm）以下および内径が 1500mm を超える側板に設ける穴の径

が側板の内径の３分の１（1000mm を超える場合は，1000mm）以下の場合は，大

きい穴の補強計算は必要ない。 
c. 溶接部の強度として，予想される破断箇所の強さが，溶接部の負うべき荷重以上で

あること。 

t1＝
Di・H・ρ

0.204・S・η
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2.5.3 評価結果 

評価結果を表－１１に示す。必要厚さ等を満足しており、十分な構造強度を有すると

評価している。 

表－１１－１ 炭酸ソーダ溶解槽の評価結果（板厚） 

機器名称 評価項目 必要厚さ（mm） 最少厚さ（mm） 

炭酸ソーダ溶解槽 

１，２，３ 

（１）側板の厚さ 2.11 5.5 

（２）底板の厚さ 3.0 5.5 

（３）管台の厚さ（液出口） 2.7 3.6 

（３）管台の厚さ（ヒータ取付座） 3.5 3.6 

 

表－１１－２ 炭酸ソーダ貯槽の評価結果（側板の穴の補強計算） 

機器名称 評価項目 評価結果 

炭酸ソーダ溶解槽 

１，２，３ 

（４）側板（液出口） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

149.5 293.6 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500 68.95 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-3.274×103 －※１１ 

（４）側板（ヒータ取付

座） 

補強に必要な 

面積（mm2） 

補強に有効な 

総面積（mm2） 

176.5 286.0 

大きな穴の補強を 

要しない最大径（mm） 

穴の径 

（mm） 

500 81.76 

溶接部の負う 

べき荷重（N） 

予想される破断箇所

の強さ（N） 

-4.828×103 －※１１ 

※１１ 溶接部の負うべき荷重が負であり，溶接部の強度計算は不要 
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増設多核種除去設備に係る確認事項 

 

増設多核種除去設備に係る主要な確認事項を表－１～１２に示す。 

なお，ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設と兼用する配管（鋼管，ポリエチレン管，

耐圧ホース）に係る主要な確認事項は，「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」

に示す。 

 

表－１ 確認事項（処理水受入タンク，共沈タンク，供給タンク， 

吸着塔入口バッファタンク，移送タンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 

寸法が許容範囲内である

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器が系統構成図とおりに据

付られていることを確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認す

る。耐圧確認終了後，漏えいの

有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また、耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 
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表－２ 確認事項（サンプルタンク） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 

寸法が許容範囲内である

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が系統構成図とおりに据

付られており、タンク基礎の不

陸について確認する。また、支

持力試験にて、タンク基礎の地

盤支持力を確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されており、タンク

基礎の不陸に異常がない

こと。また、必要な支持

力を有していること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを記録で

確認する。耐圧確認終了後，漏

えいの有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また、耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 

性能 

監視確認 

水位計について、免震重要棟集

中監視室及びシールド中央制

御室にタンク水位が表示でき

ることを確認する。 

免震重要棟集中監視室及

びシールド中央制御室に

タンク水位が表示できる

こと。 

寸法確認 基礎外周堰の高さを確認する。 
必要容量に相当する高さ

があること。 

外観確認 基礎外周堰の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 
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表－３ 確認事項（吸着塔） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料

について記録を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 
実施計画に記載した主要寸法

について記録を確認する。 

寸法が許容範囲内である

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認す

る。耐圧確認終了後，漏えいの

有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 
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表－４ 確認事項（供給ポンプ１，２，循環ポンプ， 

ブースターポンプ１，２，移送ポンプ，増設多核種除去設備用移送ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 各部の外観を確認する。  有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

漏えい確認 
運転圧力で耐圧部分からの漏

えいの有無を確認する。 

耐圧部から著しい漏えい

がないこと。 

性能 
運転性能 

確認 
ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量

を満足すること。 

また，異音，異臭，異常

振動等がないこと。 

 

 

表－５ 確認事項（その他機器（出口フィルタ，クロスフローフィルタ）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 
各部の外観について記録にて

確認する。  
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

 

機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

耐圧 

漏えい確認 

確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認す

る。耐圧確認終了後，漏えいの

有無も確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構

造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から著

しい漏えいがないこと。 
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表－６ 確認事項（主配管（鋼管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて，材料証明書または納品

書により確認する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法に

ついて，材料証明書または納品

書により確認する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

外観確認 
各部の外観について，立会いま

たは記録により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が図面のとおり据付ている

ことを立会いまたは記録により

確認する。 

図面のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

注１ 

①：最高使用圧力の 1.5 倍で一

定時間保持後，同圧力に耐えて

いること，また，耐圧部からの

漏えいがないことを立会いまた

は記録により確認する。 

最高使用圧力の 1.5 倍に

耐え，かつ構造物の変形等

がないこと。また，耐圧部

から漏えいがないこと。 

②：運転圧力で耐圧部からの漏

えいのないことを立会いまたは

記録により確認する。※１ 

耐圧部から漏えいがない

こと。 

機能・性能 通水確認 
通水ができることを立会いまた

は記録により確認する。 
通水ができること。 

※１：運転圧力による耐圧部の漏えい検査が実施できない配管フランジ部については， 

トルク確認等の代替検査を実施する。 

注１：耐圧漏えい確認は，①②のいずれかとする。 
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表－７ 確認事項（主配管（ポリエチレン管）） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した材料につい

て，製品検査成績書により確認

する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法

（外径相当）について，製品検

査成績書により確認する。 

実施計画の記載とおりで

あること。 

外観確認 
各部の外観について，立会いま

たは記録により確認する。 
有意な欠陥がないこと。 

据付確認 

機器が図面のとおりに据付てい

ることを立会いまたは記録によ

り確認する。 

図面のとおり施工・据付て

いること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

注１ 

①：最高使用圧力以上で一定時

間保持後，同圧力に耐えている

こと，また，耐圧部からの漏え

いがないことを立会いまたは記

録により確認する。 

最高使用圧力に耐え，かつ

構造物の変形等がないこ

と。また，耐圧部から漏え

いがないこと。 

②：気圧により，耐圧部からの

漏えいのないことを立会いまた

は記録で確認する。 耐圧部から漏えいがない

こと。 ③：運転圧力で耐圧部からの漏

えいがないことを立会いまたは

記録で確認する。 

機能・性能 通水確認 
通水ができることを立会いまた

は記録により確認する。 
通水ができること。 

 注１：耐圧漏えい確認は，①②③のいずれかとする。 
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表－８ 確認事項（漏えい検出装置及び警報装置） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
装置の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・

据付されていること。 

機能 
漏えい 

警報確認 

設定通りに警報が作動するこ

とを確認する。 

漏えいを検知し，警報が

作動すること。設定通り

に、警報が作動すること。 

 

 

表－９ 確認事項（エリア放射線モニタ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

監視 

構造確認 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状

態について確認する。 

実施計画の通りに施工・据

付されていること。 

機能確認 警報確認 

設定値どおり警報及び表

示灯が作動することを確

認する。 

許容範囲以内で警報及び

表示灯が作動すること。 

性能確認 

線源校正 

確認 

標準線源を用いて線量当

量率を測定し，各検出器

の校正が正しいことを確

認する。 

基準線量当量率に対する

正味線量当量が，許容範囲

以内であること。 

校正確認 

モニタ内のテスト信号発

生部により，各校正点の

基準入力を与え、その時

のデータ収集装置の指示

値が正しいことを確認す

る。 

各指示値が許容範囲以内

に入っていること。 
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表－１０ 確認事項（基礎） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

材料確認 

構造体コンクリートの圧縮

強度を確認する。 

構造体コンクリート強度が，実

施計画に記載されている設計

基準強度に対して，JASS 5 の

基準を満足すること。 

鉄筋の材質，強度，化学成分

を確認する。 
JIS G 3112 に適合すること。 

寸法確認 
構造体コンクリート部材の

断面寸法を確認する。 

構造体コンクリート部材の断

面寸法が，実施計画に記載され

ている寸法に対して，JASS 5

の基準を満足すること。 

据付確認 鉄筋の径，間隔を確認する。 

鉄筋の径が実施計画に記載さ

れている通りであること。鉄筋

の間隔が実施計画に記載され

ているピッチにほぼ均等に分

布していること。 

 

 

表－１１ 確認事項（堰その他の設備） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

漏えい防

止 

材料確認 
実施計画に記載されている

主な材料について確認する。 
実施計画のとおりであること。 

寸法確認 
実施計画に記載されている

主要寸法を確認する。 
寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
堰その他の設備の据付位置，

据付状態について確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 
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表－１２ 確認事項（増設多核種除去設備） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

性能 

運転性能 

確認 

実施計画に記載の容量が通

水可能であることを確認す

る。 

実施計画に記載した容量を通

水することが可能であり、設備

からの異音，異臭，振動等の異

常がないこと。 

除去性能 

処理済水に含まれる放射性

核種（トリチウムを除く）に

ついて，除去対象とする 62

核種の放射能濃度を確認す

る。 

『東京電力株式会社福島第一

原子力発電所原子炉施設の保

安及び特定核燃料物質の防護

に関して必要な事項を定める

告示』に定める周辺監視区域外

の水中の濃度限度未満である

こと。 
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増設多核種除去設備の溶接部に係る主要な確認事項を表－１３～１６に示す。 

 

 表－１３ 確認事項（タンク、吸着塔、主配管の溶接検査） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 
③供給タンク 
④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

溶接に使用する材料

が、溶接規格等に適

合するものであり、

溶接施工法の母材の

区分に適合すること

を確認する。 

溶接に使用する材料

が、溶接規格等に適

合するものであり、 

溶接施工法の母材の

区分に適合するもの

であること。 

開先検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 
③供給タンク 
④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

開先形状等が溶接規

格等に適合するもの

であることを確認す

る。 

開先形状等が溶接規

格等に適合するもの

であること。 

溶接作業 

検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 
③供給タンク 
④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

あらかじめ確認され

た溶接施工法又は実

績のある溶接施工法

又は管理されたプロ

セスを有する溶接施

工法であることを確

認する。あらかじめ確

認された溶接士によ

り溶接が行われてい

ることを確認する。 

あらかじめ確認され

た溶接施工法および

溶接士により溶接施

工をしていること。 
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非破壊試験 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 
③供給タンク 
④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に適合するもので

あることを確認す

る。 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に適合するもので

あること。 

機械試験 ⑤吸着塔 

溶接部を代表する試

験片にて機械試験を

行い、当該試験片の

機械的性質が溶接規

格等に適合している

ものであることを確

認する。 

溶接部を代表する試

験片にて機械試験を

行い、当該試験片の

機械的性質が溶接規

格等に適合している

ものであること。 

耐圧・ 

漏えい検査 

外観検査 

①処理水受入タ

ンク 

②共沈タンク 
③供給タンク 
④吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
⑤吸着塔 

⑥処理水受入タ

ンク～吸着塔ま

での外径 61mm 以

上の主配管 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いことを確認する。 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いこと及び外観上、

傷・へこみ・変形等

の異常がないこと。 
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表－１４ 確認事項（タンクの汚染水入口ノズルと天板の溶接部） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 

①処理水受入タ

ンク 1 
②処理水受入タ

ンク 2 
③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
 

溶接に使用する材料

が、溶接検査申請書

に記載したものであ

り、溶接施工法の母

材の区分に準拠する

ことを記録で確認す

る。 

溶接に使用する材

料が、溶接規格等

に準拠するもので

あり、溶接施工法

の母材の区分に準

拠するものである

こと。 

開先検査 

① 処理水受入

タンク 1 
② 処理水受入

タンク 2 
③ 吸着塔入口

ﾊﾞｯﾌｧﾀﾝｸ 

溶接検査申請書に記

載した開先形状等で

あることを記録で確

認する。 

開先形状等が溶接

規格等に準拠する

ものであること。 

溶接作業検

査 

①処理水受入タ

ンク 1 
②処理水受入タ

ンク 2 
③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
 

溶接検査申請書に記

載した溶接施工法で

あり、実績のある溶接

施工法又は管理され

たプロセスを有する

溶接施工法であるこ

とを確認する。あらか

じめ確認された溶接

士により溶接が行わ

れていることを記録

で確認する。 

溶接検査申請書に

記載した溶接施工

法および溶接士に

より溶接施工され

ていること。 

非破壊試験 

①処理水受入タ

ンク 1 
②処理水受入タ

ンク 2 
③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 
 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に準拠するもので

あることを記録で確

認する。 

溶接部（最終層）

について非破壊検

査（浸透探傷検査）

を行い、その試験

方法及び結果が溶

接規格等に準拠す

るものであるこ

と。 
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耐圧・ 

漏えい検査 

外観検査 

①処理水受入タ

ンク 1 
③吸着塔入口ﾊﾞｯ

ﾌｧﾀﾝｸ 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いことを記録で確認

する。 

検査圧力で保持し

た後、検査圧力に

耐えていること及

び耐圧部分から漏

えいがないこと及

び外観上、傷・へ

こみ・変形等の異

常がないこと 

②処理水受入タ

ンク 2 

 

 

表－１５ 確認事項（海外製品溶接検査） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 
①クロスフロー

フィルタ 

使用する材料が、EN

規格等に準拠するも

のであることを記録

で確認する。 

使用する材料が、

EN規格等に準拠す

るものであるこ

と。 

開先検査 
①クロスフロー

フィルタ 

開先形状が EN 規格

等に準拠しているこ

とを製作図等で確認

する。 

EN規格等に準拠し

ていること。 

溶接作業 

検査 

①クロスフロー

フィルタ 

EN規格に定められた

溶接施工法及び溶接

士の資格を有してい

ることを記録で確認

する。 

EN 規格に基づく、

溶接施工法及び溶

接士により溶接施

工されているこ

と。 

非破壊試験 
①クロスフロー

フィルタ 

長手溶接部について

非破壊検査（放射線

透過試験）を行い、

その試験方法及び結

果が CODETI2006 等

に適合するものであ

ることを記録で確認

する。 

長手溶接部につい

て、非破壊検査（放

射線透過試験）を

行い、試験方法及

び 結 果 が

CODETI2006 等に

適合するものであ

ること。 
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耐圧・ 

漏えい検査 

①クロスフロー

フィルタ 

CODAP2005 等に基

づき、検査圧力で保

持した後、検査圧力

に耐えていること及

び耐圧部分から漏え

いがないことを記録

で確認する。 

CODAP2005 等 に

基づく検査圧力で

保持した後、検査

圧力に耐えている

こと及び耐圧部分

から漏えいがない

こと。 

外観検査 
①クロスフロー

フィルタ 

本体の外観及び溶接

部の施工状況等を確

認する。 

外観上、傷・へこ

み・変形等の異常

がないこと。また、

溶接部の溶接施工

状況に異常がない

こと。 

 

表－１６ 確認事項（クロスフローフィルタ接続管の溶接部） 

確認事項 確認項目 対象設備 確認内容 判定基準 

溶接検査 

材料検査 
①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接に使用する材料

が、溶接検査申請書

に記載したものであ

ることを記録で確認

する。 

溶接に使用する材

料が、溶接規格等

に準拠するもので

あること。 

開先検査 
①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接検査申請書に記

載した開先形状であ

ることを記録で確認

する。 

開先形状等が溶接

規格等に準拠する

ものであること。 

溶接作業検

査 

①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接検査申請書に記

載した溶接施工法で

あり、管理されたプロ

セスを有する溶接施

工法及び溶接士によ

り溶接が行われてい

ることを記録で確認

する。 

溶接検査申請書に

記載した溶接施工

法および溶接士

（JIS や高圧ガス

保安協会基準等）

により溶接施工さ

れていること 
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非破壊試験 
①クロスフロー

フィルタ接続管 

溶接部（最終層）に

ついて非破壊検査

（浸透探傷検査）を

行い、その試験方法

及び結果が溶接規格

等に準拠するもので

あることを記録で確

認する。 

溶接部（最終層）

について非破壊検

査（浸透探傷検査）

を行い、その試験

方法及び結果が溶

接規格等に準拠す

るものであるこ

と。 

耐圧・ 

漏えい検査 

外観検査 

①クロスフロー

フィルタ接続管 

検査圧力で保持した

後、検査圧力に耐え

ていること及び耐圧

部分から漏えいがな

いことを確認する。

また、溶接部の施工

状況等を確認する。 

検査圧力で保持し

た後、検査圧力に

耐えていること及

び耐圧部分から漏

えいがないこと及

び外観上、傷・へ

こみ・変形等の異

常がないこと。ま

た、溶接部の溶接

施工状況に異常が

ないこと。 
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増設多核種除去設備の薬品供給設備に係る主要な確認事項を表－１７～２２に示す。 

 

表－１７ 確認事項 （炭酸ソーダ溶解槽，炭酸ソーダ貯槽） 

注１：①②は，いずれかとする。 

 

表－１８ 確認事項（炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ、炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ，炭酸

ソーダ貯槽２移送ポンプ） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

外観確認 各部の外観を確認する。  有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付位置，据付状態につ

いて確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

漏えい確認 

運転圧力（ポンプ実施計画記載

容量時）で耐圧部分からの漏え

いの有無を記録で確認する。 

耐圧部から漏えいがないこと。 

性能 
運転性能 

確認 
ポンプの運転確認を行う。 

実施計画に記載した容量を満足

すること。 

また，異音，異常振動等がない

こと。 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて，材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりであること。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法に

ついて，記録または材料証明書等

を確認する。 

実施計画のとおりであること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器が系統構成図とおりに据付

られていることを確認する。 

実施計画のとおり施工・据付さ

れていること。 

耐圧・ 

漏えい確

認 

①確認圧力で保持した後，確認圧

力に耐えていることを確認する。

耐圧確認終了後，漏えいの有無を

記録で確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また、耐圧

部から漏えいがないこと。 

②運用水位以上で，一定時間保持

後，確認圧力に耐えること，また

漏えいがないことを記録により

確認する。 

確認圧力に耐え，かつ構造物の

変形等がないこと。また、耐圧

部から漏えいがないこと。 
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表－１９ 確認事項（主配管（鋼管）） 

注１：①②は，いずれかとする。 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した外径，厚さ

について記録または材料証明書

等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付状態について確認す

る。 

実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

①最高使用圧力以上の圧力で保

持した後，確認圧力に耐えてい

ることを記録で確認する。耐圧

確認終了後，耐圧部分からの漏

えいの有無を記録で確認する。 

最高使用圧力以上の圧力

に耐え，かつ構造物の変形

等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 

②運転圧力（ポンプ実施計画記

載容量時）で耐圧部からの漏え

いのないことを記録等により確

認する。 

耐圧部から漏えいがない

こと。 
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表－２０ 確認事項（耐圧ホース） 

 

 表－２１ 確認事項（薬品供給設備） 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 
実施計画に記載した主な材料につ

いて検査成績書等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した主要寸法（外径

相当）について検査成績書等を確認

する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 機器の据付状態について確認する。 
実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

最高使用圧力以上の圧力で保持し

た後，確認圧力に耐えていることを

記録で確認する。耐圧確認終了後，

耐圧部分からの漏えいの有無を記

録で確認する。 

最高使用圧力以上の圧力

に耐え，かつ構造物の変形

等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

性能 
運転性能 

確認 

系統通水が可能であることを確認

する。 
通水可能であること。 
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表－２２ 確認事項（主配管（ポリエチレン管）） 

 

 

 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

構造強度 

・耐震性 

材料確認 

実施計画に記載した主な材料に

ついて材料証明書等を確認す

る。 

実施計画のとおりである

こと。 

寸法確認 

実施計画に記載した外径，厚さ

について記録または材料証明書

等を確認する。 

実施計画のとおりである

こと。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 
機器の据付状態について確認す

る。 

実施計画のとおり施工・据

付されていること。 

耐圧・ 

漏えい確認 

最高使用圧力以上の圧力で保持

した後，確認圧力に耐えている

ことを記録で確認する。耐圧確

認終了後，耐圧部分からの漏え

いの有無を記録で確認する。 

最高使用圧力以上の圧力

に耐え，かつ構造物の変形

等がないこと。また，耐圧

部から漏えいがないこと。 


